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平成３０年度匝瑳市国民健康保険特別会計予算  

 

 平成３０年度匝瑳市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。  

 （歳入歳出予算 )  

第１条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，７４６，２４６千円と定める。  

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳入歳出予算」による。  

 （一時借入金）  

第２条  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１００，０００千円と定める。  

（歳出予算の流用）  

第３条  地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場

合は、次のとおりと定める。  

（１）各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用  

（２）保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流

用  

 

 

    平成３０年３月２日提出  

 

千葉県匝瑳市長   太田  安規  
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　歳　入
（単位：千円）

1. 国 民 健 康 保 険 税 1,154,756

1. 国 民 健 康 保 険 税 1,154,756

2. 一 部 負 担 金 2

1. 一 部 負 担 金 2

3. 使 用 料 及 び 手 数 料 1

1. 手 数 料 1

4. 国 庫 支 出 金 1

1. 国 庫 補 助 金 1

5. 県 支 出 金 3,222,917

1. 県 補 助 金 3,222,916

2. 財 政 安 定 化 基 金 交 付 金 1

6. 財 産 収 入 204

1. 財 産 運 用 収 入 204

7. 繰 入 金 359,278

1. 他 会 計 繰 入 金 339,278

2. 基 金 繰 入 金 20,000

8. 繰 越 金 2

1. 繰 越 金 2

款 項 金　　　　　　　　　額

第１表 　歳 入 歳 出 予 算
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9. 諸 収 入 9,085

1. 延 滞 金 、 加 算 金 及 び 過 料 4,008

2. 預 金 利 子 1

3. 雑 入 5,076

4,746,246　歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計　
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　歳　出
（単位：千円）

1. 総 務 費 84,127

1. 総 務 管 理 費 78,384

2. 徴 税 費 5,458

3. 運 営 協 議 会 費 285

2. 保 険 給 付 費 3,167,181

1. 療 養 諸 費 2,769,925

2. 高 額 療 養 費 375,747

3. 移 送 費 200

4. 出 産 育 児 一 時 金 16,809

5. 葬 祭 費 4,500

3. 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 1,340,448

1. 医 療 給 付 費 分 863,332

2. 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 分 328,517

3. 介 護 納 付 金 分 148,599

4. 共 同 事 業 拠 出 金 2

1. 共 同 事 業 拠 出 金 2

5. 保 健 事 業 費 61,423

1. 特 定 健 康 診 査 等 事 業 費 48,110

2. 保 健 事 業 費 13,313

款 項 金　　　　　　　　　額
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6. 基 金 積 立 金 206

1. 基 金 積 立 金 206

7. 公 債 費 1

1. 公 債 費 1

8. 諸 支 出 金 77,858

1. 償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 69,600

2. 繰 出 金 8,258

9. 予 備 費 15,000

1. 予 備 費 15,000

4,746,246　歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計　
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匝瑳市国民健康保険特別会計予算説明書  
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（歳　　入） （単位：千円）

1. 国 民 健 康 保 険 税 1,154,756 1,260,497 △105,741

2. 一 部 負 担 金 2 2 0

3. 使 用 料 及 び 手 数 料 1 1 0

4. 国 庫 支 出 金 1 1,376,175 △1,376,174

5. 県 支 出 金 3,222,917 351,266 2,871,651

6. 財 産 収 入 204 204 0

7. 繰 入 金 359,278 733,410 △374,132

8. 繰 越 金 2 2 0

9. 諸 収 入 9,085 9,184 △99

×. 療 養 給 付 費 等 交 付 金 0 87,580 △87,580

×. 前 期 高 齢 者 交 付 金 0 1,109,443 △1,109,443

×. 共 同 事 業 交 付 金 0 1,543,221 △1,543,221

4,746,246 6,470,985 △1,724,739

１.　総　　括

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款 比　　　較本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額

　歳　      　入　      　合　      　計　
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（歳　　出）
（単位：千円）

1. 総 務 費 84,127 87,778 △3,651 84,127

2. 保 険 給 付 費 3,167,181 3,710,703 △543,522 3,145,872 11,200 10,109

3.
国 民 健 康 保 険 事 業 費
納 付 金

1,340,448 0 1,340,448 55,022 243,968 1,041,458

4. 共 同 事 業 拠 出 金 2 1,543,223 △1,543,221 2

5. 保 健 事 業 費 61,423 55,445 5,978 13,766 47,657

6. 基 金 積 立 金 206 200 6 204 2

7. 公 債 費 1 1 0 1

8. 諸 支 出 金 77,858 62,998 14,860 8,258 4 69,596

9. 予 備 費 15,000 15,000 0 15,000

×. 後 期 高 齢 者 支 援 金 等 0 683,826 △683,826

×. 前 期 高 齢 者 納 付 金 等 0 2,550 △2,550

×. 老 人 保 健 拠 出 金 0 17 △17

×. 介 護 納 付 金 0 309,244 △309,244

4,746,246 6,470,985 △1,724,739 3,222,918 339,503 1,183,825

款 比　　　較 特　　定　　財　　源
一般財源

歳　　出　　合　　計

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

本年度予算額 前年度予算額

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳
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(款) 1.国民健康保険税 (項) 1.国民健康保険税 （単位：千円）

 1. 一般被保険 1,140,125 1,236,265 △96,140  1. 医療給付費分 737,551 ・医療給付費分現年課税分

者国民健康 現年課税分

保険税  2. 後期高齢者支 254,299 ・後期高齢者支援金分現年課税分

援金分現年課

税分

 3. 介護納付金分 80,765 ・介護納付金分現年課税分

現年課税分

 4. 医療給付費分 44,583 ・医療給付費分滞納繰越分

滞納繰越分

 5. 後期高齢者支 16,492 ・後期高齢者支援金分滞納繰越分

援金分滞納繰

越分

 6. 介護納付金分 6,435 ・介護納付金分滞納繰越分

滞納繰越分

 2. 退職被保険 14,631 24,232 △9,601  1. 医療給付費分 7,915 ・医療給付費分現年課税分

者等国民健 現年課税分

康保険税  2. 後期高齢者支 2,603 ・後期高齢者支援金分現年課税分

援金分現年課

税分

 3. 介護納付金分 972 ・介護納付金分現年課税分

現年課税分

 4. 医療給付費分 1,962 ・医療給付費分滞納繰越分

滞納繰越分

 5. 後期高齢者支 708 ・後期高齢者支援金分滞納繰越分

援金分滞納繰

越分

 6. 介護納付金分 471 ・介護納付金分滞納繰越分

滞納繰越分

1,154,756 1,260,497 △105,741

 1.国民健康保険税  1.国民健康保険税 国民健康保険特別会計

2．歳　入

本　年　度
予  算  額

説　　                  明
前　年　度
予　算　額

比　較
節

金　　額区　　分
目

計
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(款) 2.一部負担金 (項) 1.一部負担金 （単位：千円）

 1. 一般被保険 1 1 0  1. 現年度分 1 ・一部負担金

者一部負担

金

 2. 退職被保険 1 1 0  1. 現年度分 1 ・一部負担金

者等一部負

担金

2 2 0

(款) 3.使用料及び手数料 (項) 1.手数料

 1. 総務手数料 1 1 0  1. 総務手数料 1 ・証明手数料

1 1 0

(款) 4.国庫支出金 (項) 1.国庫補助金

 1. 災害臨時特 1 0 1  1. 災害臨時特例 1 ・災害臨時特例補助金

例補助金 補助金

×. 財政調整交 0 241,693 △241,693    廃目

付金

×. システム開 0 3,994 △3,994    廃目

発費等補助

金

1 245,687 △245,686

(款) 4.国庫支出金 (項)×.国庫負担金

×. 療養給付費 0 1,070,221 △1,070,221    廃項

等負担金

×. 高額医療費 0 51,450 △51,450    廃項

共同事業負

担金

×. 特定健康診 0 8,817 △8,817    廃項

査等負担金

本　年　度
予  算  額

説　　                  明
前　年　度
予　算　額

比　較
節

金　　額区　　分

計

計

計
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0 1,130,488 △1,130,488

(款) 5.県支出金 (項) 1.県補助金

 1. 保険給付費 3,222,916 0 3,222,916  1. 普通交付金 3,145,872 ・普通交付金

等交付金  2. 特別交付金 77,044 ・保険者努力支援分 20,757

・特別調整交付金分（市町村分） 7,704

・都道府県繰入金（２号分） 35,263

・特定健康診査等負担金 13,320

×. 財政調整交 0 290,999 △290,999    廃目

付金

3,222,916 290,999 2,931,917

(款) 5.県支出金 (項) 2.財政安定化基金交付金

 1. 財政安定化 1 0 1  1. 財政安定化基 1 ・財政安定化基金交付金

基金交付金 金交付金

1 0 1

(款) 5.県支出金 (項)×.県負担金

×. 高額医療費 0 51,450 △51,450    廃項

共同事業負

担金

×. 特定健康診 0 8,817 △8,817    廃項

査等負担金

0 60,267 △60,267

(款) 6.財産収入 (項) 1.財産運用収入

 1. 利子及び配 204 204 0  1. 利子及び配当 204 ・財政調整基金利子 200

当金 金 ・高額療養費資金貸付基金利子 2

・出産費資金貸付基金利子 2

204 204 0

 6.財産収入  1.財産運用収入 国民健康保険特別会計

計

計

計

計

計
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(款) 7.繰入金 (項) 1.他会計繰入金 （単位：千円）

 1. 一般会計繰 339,278 433,410 △94,132  1. 保険基盤安定 144,496 ・保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）

入金 繰入金（保険

税軽減分）

 2. 保険基盤安定 91,247 ・保険基盤安定繰入金（保険者支援分）

繰入金（保険

者支援分）

 3. 職員給与費等 84,127 ・職員給与費等繰入金

繰入金

 4. 出産育児一時 11,200 ・出産育児一時金繰入金

金繰入金

 5. 財政安定化支 8,208 ・財政安定化支援事業繰入金

援事業繰入金

339,278 433,410 △94,132

(款) 7.繰入金 (項) 2.基金繰入金

 1. 財政調整基 20,000 300,000 △280,000  1. 財政調整基金 20,000 ・財政調整基金繰入金

金繰入金 繰入金

20,000 300,000 △280,000

(款) 8.繰越金 (項) 1.繰越金

 1. 療養給付費 1 1 0  1. 療養給付費交 1 ・療養給付費交付金繰越金

交付金繰越 付金繰越金

金

 2. その他繰越 1 1 0  1. その他繰越金 1 ・その他繰越金

金

2 2 0

(款) 9.諸収入 (項) 1.延滞金、加算金及び過料

 1. 延滞金 4,005 4,002 3  1. 一般被保険者 4,002 ・医療給付費分延滞金 4,000

延滞金 ・後期高齢者支援金分延滞金 1

本　年　度
予  算  額

説　　                  明
前　年　度
予　算　額

比　較
節

金　　額区　　分

計

計

計
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・介護納付金分延滞金 1

 2. 退職被保険者 3 ・医療給付費分延滞金 1

等延滞金 ・後期高齢者支援金分延滞金 1

・介護納付金分延滞金 1

 2. 加算金 2 1 1  1. 一般被保険者 1 ・一般被保険者加算金

加算金

 2. 退職被保険者 1 ・退職被保険者等加算金

等加算金

 3. 過料 1 1 0  1. 過料 1 ・過料

×. 退職被保険 0 3 △3    廃目

者等延滞金

×. 退職被保険 0 1 △1    廃目

者等加算金

4,008 4,008 0

(款) 9.諸収入 (項) 2.預金利子

 1. 預金利子 1 1 0  1. 預金利子 1 ・国保会計預金利子

1 1 0

(款) 9.諸収入 (項) 3.雑入

 1. 滞納処分費 1 1 0  1. 滞納処分費 1 ・滞納処分費

 2. 弁償金 1 1 0  1. 弁償金 1 ・弁償金

 3. 違約金及び 1 1 0  1. 違約金及び延 1 ・違約金及び延納利子

延納利子 納利子

 4. 一般被保険 4,400 4,700 △300  1. 一般被保険者 4,400 ・第三者納付金

者第三者納 第三者納付金

付金

 5. 退職被保険 1 1 0  1. 退職被保険者 1 ・第三者納付金

者等第三者 等第三者納付

納付金 金

 6. 一般被保険 650 400 250  1. 一般被保険者 650 ・返納金

者返納金 返納金

 9.諸収入  3.雑入 国民健康保険特別会計

計

計
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（単位：千円）

 7. 退職被保険 1 1 0  1. 退職被保険者 1 ・返納金

者等返納金 等返納金

 8. 療養給付費 1 0 1  1. 過年度分 1 ・過年度分

等負担金

 9. 療養給付費 1 0 1  1. 過年度分 1 ・過年度分

等交付金

10. 特定健康診 1 0 1  1. 過年度分 1 ・過年度分

査等負担金

11. 雑入 18 70 △52  1. 雑入 18 ・雑入 1

・70歳から74歳に係る療養費等の特例交付金 17

5,076 5,175 △99

(款)×.療養給付費等交付金 (項)×.療養給付費等交付金

×. 療養給付費 0 87,580 △87,580    廃款

等交付金

0 87,580 △87,580

(款)×.前期高齢者交付金 (項)×.前期高齢者交付金

×. 前期高齢者 0 1,109,443 △1,109,443    廃款

交付金

0 1,109,443 △1,109,443

(款)×.共同事業交付金 (項)×.共同事業交付金

×. 高額医療費 0 205,800 △205,800    廃款

共同事業交

付金

×. 保険財政共 0 1,337,421 △1,337,421    廃款

同安定化事

業交付金

0 1,543,221 △1,543,221

本　年　度
予  算  額

説　　                  明
前　年　度
予　算　額

比　較
節

金　　額区　　分

計

計

計

計
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3．歳　出
(款) 1.　総務費 (項) 1.　総務管理費 （単位：千円）

 1. 一般管理費 76,589 80,046 △3,457 76,589  2. 給料 29,206 ●一般職人件費 62,807

 3. 職員手当等 14,898   02給料 29,206

 4. 共済費 18,703 　　・一般職給

 9. 旅費 40   03職員手当等 14,898

11. 需用費 1,493 　　・扶養手当 558

12. 役務費 5,304 　　・住居手当 648

13. 委託料 6,416 　　・通勤手当 624

14. 使用料及び 519 　　・時間外勤務手当 1,525

賃借料 　　・期末手当 6,587

19. 負担金，補 10 　　・勤勉手当 4,476

助及び交付 　　・児童手当 480

金   04共済費 18,703

　　・職員共済組合負担金 8,733

　　・総合事務組合負担金 9,920

　　・地方公務員災害補償基

　　　金負担金 50

●一般管理事務費 13,782

  09旅費 40

  11需用費 1,493

　　・消耗品費 553

　　・印刷製本費 940

  12役務費 5,304

　　・通信運搬費

  13委託料 6,416

　　・電算共同処理委託料 3,951

　　・国保情報集約システム

　　　運用管理委託料 810

　　・国保特定健診第３期対

　　　応システム改修委託料 603

　　・高額療養費支給システ

　　　ム制度改正改修委託料 432

 1.　総務費  1.　総務管理費 国民健康保険特別会計

　　本 年 度 の 財 源 内 訳    節

目 本 年 度 前 年 度 比   較 説　　   明特　定　財　源
一般財源 区　　分 金   額

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
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（単位：千円）

　　・高額療養費支給システ

　　　ム保守管理委託料 130

　　・高額療養費支給システ

　　　ムデータ作成委託料 112

　　・事業月報等システム保

　　　守委託料 216

　　・海外療養費不正請求対

　　　策事業委託料 162

  14使用料及び賃借料 519

　　・高額療養費支給システ

　　　ム使用料

  19負担金，補助及び交

　　付金 10

　　・県市町村職員互助会負

　　　担金

 2. 連合会負担 1,795 1,912 △117 1,795 19. 負担金，補 1,795 ●連合会負担金 1,795

金 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 1,795

　　・県国保団体連合会負担

　　　金

78,384 81,958 △3,574 78,384

(款) 1.　総務費 (項) 2.　徴税費

 1. 賦課徴収費 3,066 3,102 △36 3,066  3. 職員手当等 508 ●賦課徴収費 1,695

 9. 旅費 66   09旅費 2

11. 需用費 615   11需用費 348

12. 役務費 1,262 　　・消耗品費 47

13. 委託料 476 　　・印刷製本費 301

19. 負担金，補 139   12役務費 869

助及び交付 　　・通信運搬費 868

金 　　・諸手数料 1

  13委託料 476

計

金   額

　　本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 比   較目
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　　・納税通知書作成業務委

　　　託料

●一般職人件費 508

  03職員手当等 508

　　・特殊勤務手当 8

　　・時間外勤務手当 500

●収納率向上特別対策費 863

  09旅費 64

  11需用費 267

　　・消耗品費 29

　　・燃料費 150

　　・印刷製本費 88

  12役務費 393

　　・通信運搬費

  19負担金，補助及び交

　　付金 139

　　・職員研修参加負担金

 2. 納税奨励費 2,389 2,430 △41 2,389 11. 需用費 242 ●納税奨励費 2,389

12. 役務費 1,028   11需用費 242

13. 委託料 1,119 　　・印刷製本費

  12役務費 1,028

　　・通信運搬費

  13委託料 1,119

　　・コンビニ収納業務委託

　　　料

 3. 滞納処分費 3 3 0 3 11. 需用費 1 ●滞納処分費 3

12. 役務費 1   11需用費 1

13. 委託料 1 　　・印刷製本費

  12役務費 1

　　・通信運搬費

  13委託料 1

　　・不動産鑑定評価委託料

5,458 5,535 △77 5,458

 1.　総務費  2.　徴税費 国民健康保険特別会計

計
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(款) 1.　総務費 (項) 3.　運営協議会費 （単位：千円）

 1. 運営協議会 285 285 0 285  1. 報酬 270 ●運営協議会費 285

費  9. 旅費 15   01報酬 270

　　・国保運営協議会委員報

　　　酬

  09旅費 15

285 285 0 285

(款) 2.　保険給付費 (項) 1.　療養諸費

 1. 一般被保険 2,711,673 3,106,522 △394,849 2,711,673 19. 負担金，補 2,711,673 ●一般被保険者療養給付費 2,711,673

者療養給付 助及び交付   19負担金，補助及び交

費 金 　　付金 2,711,673

　　・診療費保険者負担分

 2. 退職被保険 20,942 84,269 △63,327 20,942 19. 負担金，補 20,942 ●退職被保険者等療養給付費 20,942

者等療養給 助及び交付   19負担金，補助及び交

付費 金 　　付金 20,942

　　・診療費保険者負担分

 3. 一般被保険 30,836 38,370 △7,534 30,836 19. 負担金，補 30,836 ●一般被保険者療養費 30,836

者療養費 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 30,836

　　・療養費保険者負担分

 4. 退職被保険 157 1,129 △972 157 19. 負担金，補 157 ●退職被保険者等療養費 157

者等療養費 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 157

　　・療養費保険者負担分

 5. 審査支払手 6,317 7,240 △923 6,317 12. 役務費 6,317 ●審査支払手数料 6,317

数料   12役務費 6,317

　　・審査支払手数料

2,769,925 3,237,530 △467,605 2,769,925

(款) 2.　保険給付費 (項) 2.　高額療養費

 1. 一般被保険 372,080 430,507 △58,427 372,080 19. 負担金，補 372,080 ●一般被保険者高額療養費 372,080

者高額療養 助及び交付   19負担金，補助及び交

費 金 　　付金 372,080

計

計

金   額

　　本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 比   較目
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　　・高額療養費保険者負担

　　　分

 2. 退職被保険 3,537 12,253 △8,716 3,537 19. 負担金，補 3,537 ●退職被保険者等高額療養費 3,537

者等高額療 助及び交付   19負担金，補助及び交

養費 金 　　付金 3,537

　　・高額療養費保険者負担

　　　分

 3. 一般被保険 129 0 129 129 19. 負担金，補 129 ●一般被保険者高額介護合算

者高額介護 助及び交付 　療養費 129

合算療養費 金   19負担金，補助及び交

　　付金 129

　　・高額療養費保険者負担

　　　分

 4. 退職被保険 1 0 1 1 19. 負担金，補 1 ●退職被保険者等高額介護合

者等高額介 助及び交付 　算療養費 1

護合算療養 金   19負担金，補助及び交

費 　　付金 1

　　・高額療養費保険者負担

　　　分

375,747 442,760 △67,013 375,747

(款) 2.　保険給付費 (項) 3.　移送費

 1. 一般被保険 100 100 0 100 19. 負担金，補 100 ●一般被保険者移送費 100

者移送費 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 100

　　・移送費保険者負担分

 2. 退職被保険 100 100 0 100 19. 負担金，補 100 ●退職被保険者等移送費 100

者等移送費 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 100

　　・移送費保険者負担分

200 200 0 200

 2.　保険給付費  3.　移送費 国民健康保険特別会計

計

計
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(款) 2.　保険給付費 (項) 4.　出産育児一時金 （単位：千円）

 1. 出産育児一 16,800 25,200 △8,400 11,200 5,600 19. 負担金，補 16,800 ●出産育児一時金 16,800

時金 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 16,800

　　・出産育児一時金

 2. 支払手数料 9 13 △4 9 12. 役務費 9 ●支払手数料 9

  12役務費 9

　　・出産育児一時金支払手

　　　数料

16,809 25,213 △8,404 11,200 5,609

(款) 2.　保険給付費 (項) 5.　葬祭費

 1. 葬祭費 4,500 5,000 △500 4,500 19. 負担金，補 4,500 ●葬祭費 4,500

助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 4,500

　　・葬祭費

4,500 5,000 △500 4,500

(款) 3.　国民健康保険事業費納付金 (項) 1.　医療給付費分

 1. 一般被保険 860,391 0 860,391 55,022 169,773 635,596 19. 負担金，補 860,391 ●一般被保険者医療給付費分 860,391

者医療給付 助及び交付   19負担金，補助及び交

費分 金 　　付金 860,391

　　・納付金

 2. 退職被保険 2,941 0 2,941 2,941 19. 負担金，補 2,941 ●退職被保険者医療給付費分 2,941

者医療給付 助及び交付   19負担金，補助及び交

費分 金 　　付金 2,941

　　・納付金

863,332 0 863,332 55,022 169,773 638,537

(款) 3.　国民健康保険事業費納付金 (項) 2.　後期高齢者支援金等分

 1. 一般被保険 327,315 0 327,315 56,765 270,550 19. 負担金，補 327,315 ●一般被保険者後期高齢者支

者後期高齢 助及び交付 　援金等分 327,315

者支援金等 金   19負担金，補助及び交

分 　　付金 327,315

計

計

計

金   額

　　本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 比   較目
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　　・納付金

 2. 退職被保険 1,202 0 1,202 1,202 19. 負担金，補 1,202 ●退職被保険者後期高齢者支

者後期高齢 助及び交付 　援金等分 1,202

者支援金等 金   19負担金，補助及び交

分 　　付金 1,202

　　・納付金

328,517 0 328,517 56,765 271,752

(款) 3.　国民健康保険事業費納付金 (項) 3.　介護納付金分

 1. 介護納付金 148,599 0 148,599 17,430 131,169 19. 負担金，補 148,599 ●介護納付金分 148,599

分 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 148,599

　　・納付金

148,599 0 148,599 17,430 131,169

(款) 4.　共同事業拠出金 (項) 1.　共同事業拠出金

 1. 共同事業拠 2 0 2 2 19. 負担金，補 2 ●共同事業拠出金 2

出金 助及び交付   19負担金，補助及び交

金 　　付金 2

　　・退職者医療事務費負担

　　　金

×. 高額医療費 0 205,800 △205,800    廃目

共同事業拠

出金

×. 保険財政共 0 1,337,421 △1,337,421    廃目

同安定化事

業拠出金

×. その他の共 0 2 △2    廃目

同事業事務

費拠出金

2 1,543,223 △1,543,221 2

(款) 5.　保健事業費 (項) 1.　特定健康診査等事業費

 1. 特定健康診 48,110 43,352 4,758 13,766 34,344  7. 賃金 1,230 ●特定健康診査事業費 42,734

査等事業費  8. 報償費 80   07賃金 349

 5.　保健事業費  1.　特定健康診査等事業費 国民健康保険特別会計

計

計

計
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（単位：千円）

 9. 旅費 6 　　・臨時雇賃金

11. 需用費 512   11需用費 362

12. 役務費 2,533 　　・消耗品費 108

13. 委託料 43,480 　　・印刷製本費 254

18. 備品購入費 269   12役務費 2,386

　　・通信運搬費 1,734

　　・諸手数料 652

  13委託料 39,592

　　・特定健康診査研究事業

　　　委託料 200

　　・特定健康診査委託料 39,392

  18備品購入費 45

　　・備品購入費

●特定保健指導事業費 5,376

  07賃金 881

　　・臨時雇賃金

  08報償費 80

　　・報償費

  09旅費 6

  11需用費 150

　　・消耗品費 141

　　・印刷製本費 9

  12役務費 147

　　・通信運搬費 114

　　・諸手数料 33

  13委託料 3,888

　　・特定保健指導委託料

  18備品購入費 224

　　・備品購入費

48,110 43,352 4,758 13,766 34,344

特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金

計

地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 比   較目
金   額

　　本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
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(款) 5.　保健事業費 (項) 2.　保健事業費

 1. 保健衛生普 13,313 12,087 1,226 13,313 11. 需用費 1,558 ●保健衛生普及費 13,313

及費 12. 役務費 1,666   11需用費 1,558

13. 委託料 10,089 　　・消耗品費 44

　　・印刷製本費 1,424

　　・修繕料 90

  12役務費 1,666

　　・通信運搬費 1,580

　　・諸手数料 86

  13委託料 10,089

　　・レセプト点検委託料 1,751

　　・人間ドック委託料 7,819

　　・損害賠償求償事務委託

　　　料 519

×. 保健施設費 0 6 △6    廃目

13,313 12,093 1,220 13,313

(款) 6.　基金積立金 (項) 1.　基金積立金

 1. 基金積立金 206 200 6 204 2 25. 積立金 206 ●基金積立金 206

  25積立金 206

　　・財政調整基金積立金 200

　　・高額医療費資金貸付基

　　　金積立金 3

　　・出産費資金貸付基金積

　　　立金 3

206 200 6 204 2

(款) 7.　公債費 (項) 1.　公債費

 1. 利子 1 1 0 1 23. 償還金，利 1 ●利子 1

子及び割引   23償還金，利子及び割

料 　　引料 1

　　・一時借入金利子

1 1 0 1

 7.　公債費  1.　公債費 国民健康保険特別会計

計

計

計
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(款) 8.　諸支出金 (項) 1.　償還金及び還付加算金 （単位：千円）

 1. 一般被保険 6,500 5,500 1,000 6,500 23. 償還金，利 6,500 ●一般被保険者還付金及び還

者還付金及 子及び割引 　付加算金 6,500

び還付加算 料   23償還金，利子及び割

金 　　引料 6,500

　　・還付金及び還付加算金

 2. 退職被保険 100 100 0 100 23. 償還金，利 100 ●退職被保険者等還付金及び

者等還付金 子及び割引 　還付加算金 100

及び還付加 料   23償還金，利子及び割

算金 　　引料 100

　　・還付金及び還付加算金

 3. 償還金 63,000 50,000 13,000 4 62,996 23. 償還金，利 63,000 ●償還金 63,000

子及び割引   23償還金，利子及び割

料 　　引料 63,000

　　・国県支出金等精算返納

　　　金 53,000

　　・過年度退職者医療交付

　　　金精算返還金 10,000

69,600 55,600 14,000 4 69,596

(款) 8.　諸支出金 (項) 2.　繰出金

 1. 直営診療施 8,258 7,398 860 8,258 28. 繰出金 8,258 ●繰出金 8,258

設勘定繰出   28繰出金 8,258

金 　　・繰出金

8,258 7,398 860 8,258

(款) 9.　予備費 (項) 1.　予備費

 1. 予備費 15,000 15,000 0 15,000

15,000 15,000 0 15,000

計

計

計

目
金   額

　　本 年 度 の 財 源 内 訳    

一般財源
特　定　財　源 説　　   明

節

区　　分
国県支出金 地　方　債 そ　の　他

本 年 度 前 年 度 比   較
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(款)×.後期高齢者支援金等 (項)×.後期高齢者支援金等

×. 後期高齢者 0 683,774 △683,774    廃款

支援金

×. 後期高齢者 0 52 △52    廃款

関係事務費

拠出金

0 683,826 △683,826

(款)×.前期高齢者納付金等 (項)×.前期高齢者納付金等

×. 前期高齢者 0 2,500 △2,500    廃款

納付金

×. 前期高齢者 0 50 △50    廃款

関係事務費

拠出金

0 2,550 △2,550

(款)×.老人保健拠出金 (項)×.老人保健拠出金

×. 老人保健医 0 1 △1    廃款

療費拠出金

×. 老人保健事 0 16 △16    廃款

務費拠出金

0 17 △17

(款)×.介護納付金 (項)×.介護納付金

×. 介護納付金 0 309,244 △309,244    廃款

0 309,244 △309,244

×.　介護納付金 ×.　介護納付金 国民健康保険特別会計

計

計

計

計
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期 末 手 当

年間支給率

(人) (月分)

その他の特別職 15 270 270 270

計 15 270 270 270

その他の特別職 15 270 270 270

計 15 270 270 270

その他の特別職 0 0 0 0

計 0 0 0 0

　１　特　別　職

　給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

(単位：千円)

備　考その他
の手当

計

給　　　　　与　　　　　費

給　料
合　計共済費

前
年
度

比
　
　
較

区　　　　分

議　　　　員

長　　　　等

議　　　　員

長　　　　等

議　　　　員

長　　　　等

本
年
度

職員数
報　酬

地　域
手　当

寒冷地
手　当
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２　一　般　職

　（１）総　括

29,206 15,406

29,997

区　　　分
（人） 報　　酬

給　　　　　与　　　　　費

62,46645,988

849△ 1,376 2,225

16,478

18,703

15,9919

共　済　費

比　較

44,612

0 △ 791

職　員　数

区　分

本年度

△ 585

9

比　較

特殊勤務
手　　当

8

8

0

前年度

△ 216

職員手当
等の内訳

本年度

給　　料
合　　　計

職員手当等 計

63,315

前年度 2,025

2,025

扶養手当

558

△ 126

住居手当

648

558

90

684

期末手当

6,587

通勤手当

624

840

0

管 理 職
手　  当

0

0

0

(単位：千円)

備　　　考

時間外勤務
手　　　当

△ 202

勤勉手当

4,476

4,342

134

6,789

△ 265

(単位：千円)

児童手当

480

745
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　（２）給料及び職員手当等の増減額の明細

給与改定に伴う増減分 給与改定の状況

　前年度

　　給料の改定率  　0.2%

　　給料改定の実施時期 平成29年4月1日

昇給に伴う増加分 平均昇給率  1.6%

その他の増減分 職員の変動等に係る減分

制度改正に伴う増減分 期末手当

勤勉手当

その他の増減分 扶養手当 職員の変動等に係る増減分

住居手当

通勤手当

期末手当

勤勉手当

児童手当

（３）給料及び職員手当等の状況

　　　ア　職員１人当たり給与

平　 均 　年 　齢（歳） 34.0

平成29年12月1日現在

区　　　　　　　　分 一般行政職

平成28年12月1日現在

△ 265

平 均 給 与 月 額（円） 294,602

△ 221

△ 126

△ 864

平　 均 　年 　齢（歳） 33.3

平 均 給 与 月 額（円） 292,667

90

平 均 給 料 月 額（円） 269,900

(単位：千円)
説　　　明増 減 額

平 均 給 料 月 額（円） 261,689

△ 126

260

856

△ 216

区　　分

給　　料 △ 791

備　　　考

88

19職員手当等 △ 585 279

増減事由別内訳

△ 1,735
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　　　イ　初　任　給

　　　ウ　級別職員数

　　　　　（級別の標準的な職務内容）

７　級

33.4

３　級 2 22.2

７　級

計 9 100.0

33.4

３　級 1

４　級 1 11.1

区　　　分 １　　級 ２　　級

（％）

平成29年12月1日現在

１　級 2 22.2

２　級 3

11.1

一　般　行　政　職
主　　事 主任主事 副 主 査

主 事 補

1

７　　級

６　級

11.1

５　級 2 22.2

区　　　　　　　分

高　　　　校　　　　卒

大　　　　学　　　　卒

一　　般　　行　　政　　職　（円）

１５１，５００ １４７，１００

１８５，８００ １７９，２００

国　　　の　　　制　　　度

一　般　行　政　職（円）

区　　　　　分 級

一般行政職

職員数 構成比

（人）

平成28年12月1日現在

１　級

２　級 3

４　級

５　級

1

計 9

６　級

３　　級 ４　　級 ５　　級

主 査 補

11.1

2 22.2

100.0

主　　幹

課　　長

６　　級

主　  査 副 主 幹
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エ　昇給

オ　期末手当・勤勉手当

２．１２５ ２．２７５ ４．４００

２．０７５ ２．２２５ ４．３００

２．１２５ ２．２７５ ４．４００国  の  制  度

１００．０比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

前
　
年
　
度

９

９

区　　　分

前　　年　　度

有

代　表　的　な　職　種

一　般　行　政　職

９

９

９

支給率計（月分）
　　 職制上の段階、
　　 職務の級等に
　　 よる加算措置

１　号　給（人）

９

１００．０

６月（月分） １２月（月分）

９

４　号　給（人）

９

２　号　給（人）

３　号　給（人）

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

比率（Ｂ）／（Ａ）　（％）

合　　　計区　　　分

本
　
年
　
度

号給数別内訳

職　　員　　数　（Ａ）（人）

職　　員　　数　（Ａ）（人）

９

１００．０

４　号　給（人）

９

本　　年　　度

支　給　期　別　支　給　率

昇給に係る職員数（Ｂ）（人）

２　号　給（人）

３　号　給（人）

号給数別内訳

１　号　給（人）

９

９

有

有

１００．０

備　　　考
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

キ　特殊勤務手当

ク　その他の手当

交通機関利用者 運賃相当額

交通用具利用者 最高支給限度額 ３２，１００円
通 勤 手 当 異 な る

扶 養 手 当 同 じ

住 居 手 当 同 じ

代表的な特殊勤務手当の名称 　徴収業務手当

区　　　　　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

　０．０３ 　０．０３給料総額に対する比率（％）

支給対象職員の比率（％）
１１．１１ １１．１１

（平成29年12月1日現在）

区　　　　　分 全　　職　　種
代　表　的　な　職　種

一　般　行　政　職

４７．７０９
定年前早期退職

（支給率等） 3～45％加算

国 の 制 度
２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

４７．７０９
定年前早期退職

2～20％加算
支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９

最 高 限 度 そ の 他 の
備　　　考

（月分） （月分） 加 算 措 置 等
区　　　分

20年勤続の者 25年勤続の者

（月分） （月分）

35年勤続の者
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